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日中省エネルギー・環境ビジネス推進協議会（JC-BASE） 

2025 年度 事業報告 

 

日中省エネルギー・環境ビジネス推進協議会（JC-BASE）は、2006 年に東京で開催され

た「第 1回日中省エネルギー・環境総合フォーラム」の成果を踏まえ、今後の対中省エネ

ルギー・環境ビジネス推進を図る強力な推進母体として、経済産業省、日本経済界の支援

と協力のもと同年 12 月に設立された。JC-BASE は日本の経済界としては初の日中省エネル

ギー・環境協力推進の横断的な組織であり、設立以来、事務局を務める一般財団法人日中

経済協会と緊密な連携を図りながら、日本企業の対中省エネルギー・環境ビジネス推進の

ためのサポートに努め、ビジネス拡大に向けての障害や問題の克服に向け様々な事業活動

を展開してきた。 

中国での省エネ・環境関連ビジネスに関心を有する日本の企業や産業団体が参加してお

り、2026 年 3 月末日時点の企業・団体会員数は 149 社・団体となっている。 

本年度も引き続き会員企業・団体の協力を得ながら、下記の通り事業を実施した。 

 

1．「日中省エネルギー・環境総合フォーラム」開催への協力 

当協議会は自身のネットワークを活用し、各産業界や企業・団体のニーズの把握や中国側と

の調整を行うなど、フォーラムの会議内容をより充実させる役割を担ってきた。2025 年 3 月の

日中ハイレベル経済対話において、「第 18 回日中省エネルギー・環境総合フォーラム」を年内

に北京で開催することについて両国間で認識が一致した。しかしながら、日中関係の急速な悪

化により、年度内の開催には至らなかった。 

一方で、フォーラム開催に先立ち行われている日中の協力合意案件の募集、および過去合意

案件のフォローアップ調査を例年通り実施した。 

 

2．中国地方政府、民間団体などとの協力・交流事業 

事務局である日中経済協会の協力のもと、現地の具体的なニーズを把握している中国地方

政府、民間団体との協力・交流を進め、「日中省エネルギー・環境技術データバンク」をプラ

ットフォームとした交流会を 4回開催した。本年度開催された「日中省エネルギー・環境技

術データバンク」をプラットフォームとした交流会の概要については https://www.jc-

web.or.jp/jcbase/pages/204/ を参照されたい。 

そのほか、日中経済協会と吉林省関係機関の主催により開催された「日中（吉林）水素エ

ネルギー産業プロモーション交流会（6 月 10 日・東京）」https://www.jc-web.or.jp/pages/1940/ 

と「日中経済・貿易交流イベント及び水素エネルギー産業マッチング会（8 月 27 日-28 日・

吉林省）」https://www.jc-web.or.jp/pages/2008/ の開催案内に協力した。 
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3．「日中省エネルギー・環境技術データバンク」公式アカウント(微信公衆号)の運用 

2024 年 3月に開設したデータバンクの WeChat 公式アカウントは、データバンクに掲載

中の設備・技術の広報、上述の交流事業に関連する案内など中国語による情報発信を不定

期に行った。2026 年 3月末日時点のフォロワー数は 518 人(前年比+157 人)である。 

今後もフォロワーの獲得へ向けて公式アカウントの宣伝告知への協力を進めるほか、情

報発信内容やサブメニューの拡充など、日中両国のユーザーに有益となる利活用方法を検

討する。 

 

4．JC‐BASE の運営 

(1)連絡会メンバー・オブザーバー団体へのヒアリング 

本協議会は 2026 年に設立から 20年を迎える。その間、日中間の省エネルギー・環境交流

は多岐にわたる要因によりその実態が大きく変容し、近年では本協議会の活動に対する会員

の参与度が低下しているという課題に直面していた。 

これらの背景から、本協議会の連絡会メンバーおよびオブザーバーである関係団体を個別

訪問し、対中関係や省エネルギー関連事業に対する現状と立場、本協議会のあり方や今後の

運営に焦点をあててヒアリングを行った。 

ヒアリングの結果概要については、次年度の早い時期に連絡会メンバーおよびオブザーバ

ーに共有する予定である。 

 

(2) JC-BASE 会員に対するメール情報サービス 

中国の省エネルギー・環境関連報道ヘッドライン、中国地方政府の省エネ・環境関連イベ

ントの案内などを会員に配信した。 

2025 度情報提供回数:24 回（第 555 号～第 578 号） 

 

 


